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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第67期

第２四半期
連結累計期間

第68期
第２四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 95,700 83,712 186,067

経常利益 (百万円) 28,433 15,572 51,077

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 18,761 10,332 33,741

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 19,170 10,463 34,689

純資産額 (百万円) 110,144 126,328 121,684

総資産額 (百万円) 162,430 171,048 179,200

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 461.53 261.80 833.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 461.16 261.63 832.62

自己資本比率 (％) 64.7 70.5 64.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,461 6,431 45,603

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,949 △3,144 △7,297

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,857 △4,302 △9,828

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 74,537 87,343 88,360
 

　

回次
第67期

第２四半期
連結会計期間

第68期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 217.06 142.81
 

(注) 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

 

　　当社による吸収合併により消滅：

　　　　㈱東京公衆衛生研究所（連結子会社より除外）

 
　これにより、2022年９月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社20社、非連結子会社及び持分法非適

用関連会社９社で構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。なお、重要事象等

は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められる中、各種政

策の効果もあり景気の緩やかな持ち直しの動きが見られます。しかしながら、世界的な金融引締めを背景とする海

外景気の下振れ懸念や、円安によるエネルギー及び原材料費の上昇等、先行きは依然として不透明な状況です。

このような経済環境のもと受託臨床検査業界におきましては、診療報酬改定の影響に加えて、新型コロナウイル

スの感染拡大に伴い医療機関を受診する患者数が弱含みで推移しております。また、同業他社との競争も続いてお

り、事業環境としては引き続き厳しい状況にあります。

こうした中で、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高83,712百万円（前年同期比12.5％減）、営業利益

15,448百万円（前年同期比43.9％減）、経常利益15,572百万円（前年同期比45.2％減）、親会社株主に帰属する四

半期純利益10,332百万円（前年同期比44.9％減）となりました。当社グループにおきましては、既存検査の受託数

は増加したものの、新型コロナウイルス関連検査の診療報酬引き下げの影響により売上高及び利益ともに減少しま

した。

以下に事業別の概況を報告いたします。

臨床検査事業につきましては、新規獲得を図るとともに、既存ユーザーに対する新規検査項目・独自検査項目・

重点検査項目拡販などの深耕営業を実施することで業績の拡大を図りました。しかしながら、新型コロナウイルス

関連検査の診療報酬引き下げの影響が大きく、臨床検査事業の売上高は前年同期比13.7％の減収となりました。

食品検査事業につきましては、政府による行動制限の解除に伴い取引先の営業制限が緩和されたことで、食品コ

ンサルティング・微生物検査等の食品検査が持ち直しました。これらにより、売上高は前年同期比7.7％の増収と

なりました。

以上の結果、検査事業の売上高は前年同期比13.3％の減収となりました。

医療情報システム事業の売上高につきましては、2022年4月にリリースしたクラウド版電子カルテの販売が計画

通りに進捗しており、保守売上も堅調に推移しています。さらにオンライン資格確認の受注が好調なことから、前

年同期比13.7％の増収となりました。

その他事業の売上高につきましては、調剤薬局事業における診療報酬 (薬価)引き下げの影響により、前年同期

比0.6％の減収となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の連結財政状態は、総資産171,048百万円（前期末比8,152百万円減）、純資産

126,328百万円（前期末比4,643百万円増）、自己資本比率70.5％（前期末比5.7％増）となっています。

主な増減項目は、資産の部では流動資産で現金及び預金が971百万円、受取手形及び売掛金が5,428百万円、それ

ぞれ減少しています。負債の部では流動負債で未払法人税等が8,018百万円減少しています。純資産の部では利益

剰余金が4,761百万円増加しています。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前年同期に比べ12,806百万円増加し、

87,343百万円となりました。各活動区分別のキャッシュ・フローの状況及び主な増減要因は、以下のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、6,431百万円の資金収入（前年同期比15,030百万円収入減）となりまし

た。これは主に、税金等調整前四半期純利益が12,606百万円の収入減、法人税等の支払額が6,757百万円の支出増

となったことなどによるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、3,144百万円の資金支出（前年同期比804百万円支出減）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出が638百万円減少したことなどによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、4,302百万円の資金支出（前年同期比1,445百万円支出増）となりまし

た。これは主に配当金の支払額が1,361百万円増加となったことなどによるものです。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は138百万円であります。

当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況は、以下のとおりであります。

信州大学医学部人工聴覚器学講座との連携により、先天性難聴の遺伝子変異解析検査のバージョンアップを進め

てまいりました。その結果、19遺伝子154変異の検出パネルを計画通り50遺伝子1,135変異の検出パネルにアップグ

レードし、2022年９月20日から新法への切り換え案内を開始しました。

また、血中のシトステロール、カンペステロールおよびコレスタノールを質量分析法（LC-MS/ MS）により測定

する研究検査を独自開発し、2022年10月から受託を開始しました。シトステロール血症（指定難病260）は、シト

ステロールやカンペステロールなど植物ステロールの血中濃度が著明に上昇するため、早期に診断して食事療法や

薬物治療を開始することが重要です。 脳腱黄色腫症（指定難病263）は、27-水酸化酵素をコードするCYP27A1の遺

伝子変異により、本酵素活性が低下して血中コレスタノールが上昇し、様々な臓器障害を起こすことが報告されて

います。いずれも早期に診断して治療を開始することが重要とされ、本研究検査の活用に期待しています。

 

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 118,800,000

計 118,800,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,613,626 42,613,626
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であります。

計 42,613,626 42,613,626 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　 該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年９月21日
（注）

△901,100 42,613,626 ― 6,045 ― 6,646
 

（注）　自己株式の消却によるものであります。
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(5) 【大株主の状況】

 2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱ビーエムエル企画 東京都練馬区東大泉３－27－８ 10,154 25.85

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 4,126 10.50

近　藤　健　介 東京都練馬区 3,169 8.07

近　藤　シ　ゲ 東京都練馬区 1,080 2.75

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
 (常任代理人　香港上海銀行
東京支店）

ONE LINCOLN STREET. BOSTON MA USA 02111
（東京都中央区日本橋３－11－１）

1,052 2.67

㈱日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海１－８－12 1,044 2.66

第一生命保険㈱
（常任代理人　㈱日本カスト
ディ銀行）

東京都千代田区有楽町１－13－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

878 2.23

㈲エステート興業 東京都練馬区東大泉３－27－８ 779 1.98

㈲マトバリース 東京都練馬区東大泉３－27－８ 762 1.94

島　野　瑠　美 東京都文京区 755 1.92

計 ― 23,803 60.60
 

(注) １　所有株式数の千株未満は、切り捨てております。

２　発行済株式総数（自己株式を除く。）に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てておりま

す。

３　当社は、自己株式3,337千株を保有しておりますが、上表からは除いております。

４　日本マスタートラスト信託銀行㈱及び㈱日本カストディ銀行の所有株式は、すべて信託業務に係わる株式で

あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 3,337,300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 39,266,400
 

392,664 ―

単元未満株式 普通株式 9,926
 

― ―

発行済株式総数 普通株式 42,613,626
 

― ―

総株主の議決権 ― 392,664 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

  2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ビー・エム・エル

東京都渋谷区千駄ヶ谷
５－21－３

3,337,300 ― 3,337,300 7.83

計 ― 3,337,300 ― 3,337,300 7.83
 

 

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 92,126 91,154

  受取手形及び売掛金 36,405 30,977

  商品及び製品 467 427

  仕掛品 749 857

  原材料及び貯蔵品 3,659 3,673

  その他 3,737 1,675

  貸倒引当金 △75 △57

  流動資産合計 137,070 128,708

 固定資産   

  有形固定資産   

   その他（純額） 32,337 32,859

   有形固定資産合計 32,337 32,859

  無形固定資産   

   その他 3,973 4,262

   無形固定資産合計 3,973 4,262

  投資その他の資産   

   その他 5,903 5,300

   貸倒引当金 △83 △81

   投資その他の資産合計 5,819 5,218

  固定資産合計 42,130 42,339

 資産合計 179,200 171,048

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 21,672 21,463

  未払法人税等 12,600 4,582

  賞与引当金 3,616 3,693

  その他 14,132 9,223

  流動負債合計 52,022 38,963

 固定負債   

  退職給付に係る負債 2,616 2,660

  役員退職慰労引当金 214 207

  その他 2,662 2,888

  固定負債合計 5,494 5,756

 負債合計 57,516 44,720
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,045 6,045

  資本剰余金 6,646 6,646

  利益剰余金 110,458 115,220

  自己株式 △8,057 △8,089

  株主資本合計 115,094 119,823

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 453 247

  退職給付に係る調整累計額 616 563

  その他の包括利益累計額合計 1,069 810

 新株予約権 35 30

 非支配株主持分 5,485 5,663

 純資産合計 121,684 126,328

負債純資産合計 179,200 171,048
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

売上高 95,700 83,712

売上原価 49,339 49,486

売上総利益 46,360 34,226

販売費及び一般管理費 ※１  18,834 ※１  18,778

営業利益 27,525 15,448

営業外収益   

 その他 944 224

 営業外収益合計 944 224

営業外費用   

 補助金返還額 ― 55

 その他 37 44

 営業外費用合計 37 100

経常利益 28,433 15,572

特別利益   

 投資有価証券売却益 ― 215

 抱合せ株式消滅差益 20 ―

 その他 0 2

 特別利益合計 20 217

特別損失   

 固定資産除却損 21 13

 その他 51 1

 特別損失合計 72 14

税金等調整前四半期純利益 28,381 15,774

法人税、住民税及び事業税 9,368 4,735

法人税等調整額 △189 315

法人税等合計 9,178 5,051

四半期純利益 19,203 10,723

非支配株主に帰属する四半期純利益 441 390

親会社株主に帰属する四半期純利益 18,761 10,332
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 19,203 10,723

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 13 △206

 退職給付に係る調整額 △47 △53

 その他の包括利益合計 △33 △259

四半期包括利益 19,170 10,463

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 18,729 10,073

 非支配株主に係る四半期包括利益 440 389
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 28,381 15,774

 減価償却費 2,742 2,940

 投資有価証券売却損益（△は益） ― △215

 固定資産除却損 21 13

 売上債権の増減額（△は増加） △6,226 5,429

 棚卸資産の増減額（△は増加） △724 △82

 仕入債務の増減額（△は減少） 834 △208

 未払消費税等の増減額（△は減少） 383 △3,299

 その他 1,034 △1,426

 小計 26,448 18,926

 法人税等の支払額 △5,772 △12,529

 その他 785 33

 営業活動によるキャッシュ・フロー 21,461 6,431

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △2,764 △2,848

 定期預金の払戻による収入 2,659 2,803

 有形固定資産の取得による支出 △3,061 △2,422

 無形固定資産の取得による支出 △702 △961

 投資有価証券の売却による収入 2 404

 その他 △82 △119

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,949 △3,144

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △686 △692

 配当金の支払額 △2,032 △3,393

 非支配株主への配当金の支払額 △151 △211

 その他 13 △4

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,857 △4,302

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,654 △1,016

現金及び現金同等物の期首残高 59,853 88,360

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

28 ―

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  74,537 ※１  87,343
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった㈱東京公衆衛生研究所が当社に吸収合併され消滅

会社となったため、連結の範囲より除外しております。
 

 

 

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

（会計方針の変更）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27―２項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

としております。これによる当第２四半期連結累計期間に与える影響はありません。
 

 

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

給料手当及び賞与 8,473百万円 8,286百万円

退職給付費用 196 〃 192 〃

消耗品費 2,048 〃 2,078 〃
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金 78,267百万円 91,154百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△3,730　〃 △3,810　〃

現金及び現金同等物 74,537百万円 87,343百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,032 50.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月11日
取締役会

普通株式 1,423 35.0 2021年９月30日 2021年12月２日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 3,393 85.0 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月11日
取締役会

普通株式 1,571 40.0 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ｉ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当企業集団の報告セグメントである「検査事業」以外の事業に関しては、重要性が乏しいと考えられるため、記

載を省略しております。　

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいと考えられるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当企業集団の報告セグメントである「検査事業」以外の事業に関しては、重要性が乏しいと考えられるため、記

載を省略しております。　

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいと考えられるため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計

検査事業

臨床検査事業
　生化学的検査

24,970 ― 24,970

　血液学的検査 5,271 ― 5,271

　免疫学的検査 13,012 ― 13,012

　微生物学的検査 3,176 ― 3,176

　病理学的検査 4,400 ― 4,400

　その他検査 38,555 ― 38,555

食品検査事業 2,033 ― 2,033

その他 ― 2,971 2,971

顧客との契約から生じる収益 91,420 2,971 94,392

その他の収益 1,308 ― 1,308

売上高 92,729 2,971 95,700
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療情報システム事業を含んでおり

ます。

 

EDINET提出書類

株式会社ビー・エム・エル(E05056)

四半期報告書

17/23



 

当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）

合計

検査事業

臨床検査事業
　生化学的検査

25,731 ― 25,731

　血液学的検査 5,418 ― 5,418

　免疫学的検査 12,950 ― 12,950

　微生物学的検査 3,167 ― 3,167

　病理学的検査 4,434 ― 4,434

　その他検査 25,105 ― 25,106

食品検査事業 2,190 ― 2,190

その他 ― 3,271 3,271

顧客との契約から生じる収益 78,998 3,271 82,269

その他の収益 1,442 ― 1,442

売上高 80,441 3,271 83,712
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療情報システム事業を含んでおり

ます。

 
 (顧客との契約から生じる収益を分解した情報における名称の変更)

第１四半期連結会計期間より、ステークホルダーに対し解りやすい名称を使用することを目的として、従来「そ

の他検査事業」としておりました名称を「食品検査事業」に変更しております。

この変更は名称の変更であり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報に与える影響はありません。なお、

前第２四半期連結累計期間についても変更後の名称で記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 461円53銭 261円80銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 18,761 10,332

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益金額(百万円)

18,761 10,332

    普通株式の期中平均株式数(株) 40,651,934 39,469,424

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 461円16銭 261円63銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する
　　四半期純利益調整額(百万円)

― ―

    普通株式増加数(株) 32,000 24,660

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 
 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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２ 【その他】

第68期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）中間配当については、2022年11月11日開催の取締役会におい

て、2022年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議し

ました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,571百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　 　 40円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　     2022年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年11月14日

株式会社ビー・エム・エル

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ

　東京事務所
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　　野　　明　　宏  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高　　橋　　勇　　人  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビー・

エム・エルの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から

2022年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビー・エム・エル及び連結子会社の2022年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
 

以 上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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